























こ れまで われ われは,1948 年 か ら17年 間に わた り英 国 のグ レー シャゞ 金属
仝 社(TheGlacierMetalCompany ）がタヴ ィ スト ック 人間関 係研 究所（TheTavistockInstituteofHumanRelations
） と共 同 し て実施 し てきた，業 務
組 織 と合理化 計画 につい ての一連 の共同 研究であ るグレ ーシャ ー計画 （TheGlacierProject




のウィルフレッド・ブ ラウン（WilfredBrown ）2）と調 査団 の リーダ ーであ るエ リ
オット・ ジャ ック ス（E1110ttJaques ）の知的好 奇心 とあ い まっ てノ産業 心理
学， 社会学， 経 営管理 論， さ らには経営 組織 論的 研究 に関 す る一 大実験場 と
化 す。 まさ に， このグレ ーシャー計画 は米国 の 「ホー ソン（工 場）実験」 に匹
敵 す るほ ど大 規模 な もの となっ た。
この計画 は長期 に及ぶ もので あ るが, その実験 経過 ぱ 目的 と内 容 によっ て，
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1 ） ①拙稿「グレーシャー計画の特質 と弓の経営組織論史上り章義 一ウィルフレ ッ
ド・ブラウンの所論を中心 としてー」『経営論集』第27号，東洋大学経営学部，1986
年,pp.33 ～66. これはブ ラウンの組織概念を中心にグレーシャー計画の概
要をまとめた ものである。②拙稿「心理学的均衡概念と公正理論」『現代経営学








） ここで ウィ ル フレ ッド ・ブ ラ ウンの経歴 について若干 触 れてお くこ とにす る。
彼 は,1908 年 に スコット ランドで生 まれ， ロサ ーノU・ スクール卒業後，グ ラ ス
ゴーで の事務 や販売 の職 を経 て1931 年 にグレー シャー金属会社 に入社した。l935
年に同社が公企業 になると同時 に経営陣に加 わり,1939年 に取締役社長（managingdirector
）兼会 長 となり全権 を引 き継く≒ 進歩的経営の実践，人間関係 論 に関 す
る最新 の手法 の導入 な どに尽 力 し,1964 年 には長年 にわた る業績 が認 めら れマ
クリハ ニッ シ男 爵の称 号 （SirBrown ）を授か る。 同社 がア ソシエ ー テッド・
エンジュ アリ ング ・グル ープ（AssociatedEngineeringGroup ）に吸収 さ れた
後 は， 子会 社 の社 長 と親会 社 の取締役 を兼任 し， その後，輸 出担 当大臣 （theMinistryofStateattheBoardofTradewithspecialresponsibilityforexports
－1965 ～1970 年 ） やブ ルネル大学 （BruneiUniversity ） の副総 長
（Pro-Chanceller ）を歴任 する。また,1970 年 には枢 密院議 員 に もなっ てい る。
このよ うにブ ラウン は長年 にわたっ て経営者 さらには政 治 家 として労使関係 問
題に携 わっ て きたのであ る。彼の経歴 につい ては主 とし て次 の著書 を参照 した。WilfredBrown,TheEarningsCo
がlict:ProposalforTacklingtheEnter.Henemann,London,1973.3
）I 章で は丿
たグレ ー シャ ー計 画 につ い ての報 告書8 篇の中 から労働 移動 に関 す る5 篇 を除
く3 篇 の資料 を中心 に検 討 す る。なお労働移動プ ロセ スの統計 学的 分析 にっ い














































員 仝 をよ り民 主化 した業 務 組 織 につ く りか え るた め に タ ヴ ィ スト ッ ク人 間 関
係 研 究所 に調 査 を依 頼 す る。旧 来 の機 械 的 組織 を 人 間 関 係 論 の 考 えに沿 っ て，
つ ま り個 人 間 の イン フ ォ ー マ ル な連 帯 を増 進 さ せ る こ とを 目 的 とした 組織 改
革 の推 進 を 試 み た ので あ る。 例 え ば， 労 使 協 調 を 目的 とす る工 場 協議 会 に よ
る経 営 参 加 制 度 を導 入 す るが ， と く に下 級 管 理 階 層 にお い て 身分 の不 均 衡 に
よ り不 公 正 な 賃金 格 差 が発 生 し， その 原 因 が 制 度 にあ る こ とが分 かっ た。 ブ
ラ ウン の 人 間 関 係 論 的 施 策 が 失 敗 し た ので あ る。
そこで 次 に,1949 年 か ら1950 年 に か け て の， ロ ン ド ン工 場 のサ ービ ス部 門
と ラ イン ・ シ ョ ップ にお け る出来 高 給 （piecerate ） か ら歩 合 給 （flatrate ）6)
へ の賃 金 支払 方 式 の切 り替 えプ ロセ スで み られ る協 議 制度 と産業 社会 集 団 の






















































品 を 扱っ て い た た め， 作業 量 は か な り変 動 的 で あ っ た。 その た め作 業 上 の ス
トレ スに加 え， 雇 用 調 整 の 対 象 と な る危 機 を感 じ る もの た ち は， 雇用 と身 分
の保 障 に不 安 感 を， 経 営 陣 に は 不 信感 を抱 い てい た 呪
すで に述 べ た よ う に ラ イ ン ・ ショ ップ の メ ン バ ー は 労 使 協 議 に対 し て無 関
心 で あ り， 職 場 の 雰 囲 気 は， 社 会 的 ・ 経 済 的 変 動 に よ る製 品 需 要 へ の影 響 に
伴 う職 場 内 の作業 シ ステ ムや管 理 シ ス テムの変 更 に よっ て 次 第 に悪化 して いっ
た。
調 査団 の1 人 ラ イ ス（A.K.Rice ）は こ う した状 況 を分 析 す る た め にバ イ オ
ン（W.R.Bion ）の 集 団 行 動 に関 す る概 念 を 用 い て，集 団 心 理 と集 団 文 化 の 存
在 明 らか にし よ う とし た。 具 体 的 に は， す べ て の 集 団 の メ ンバ ー は次 の3 つ
の 基 本仮 説 に基 づ い て行 動 す る とい うので あ る。
① ベ ア リ ン グ （pairing ）: 集 団 は そ れ自体 再 生 産 す る とい う仮 説 。
② 闘 争 と逃走 （fightandflight): 集 団 は誰 か を攻 撃 す るこ とで ， あ る い
ぱ逃 げ 出 す こ とで そ れ 自体 を維 持 す る とい う仮 説 。
③ 依存 （dependent ）: 集 団 は メ ンバ ー が依 存 す る1 人 の 人 か ら安 全 を獲
得 す る とい う仮 説 。
そして コ ン フ リ ク ト ぱ，a.
基 本 仮 説 の とお り に行 動 す る基 本 集 団 と その メ ン バ ー の 間b.
あ る課業 を 遂 行 す るた め につ く ら れた非 常 に 複雑 な集 団 と基 本 集 団 と
の 間 ‥c.1
つ の基 本 仮 説 に そっ て行 動 を す る非 常 に 複 雑 な 集 団 と その 他 の基 本
集団 との 間 で 発 生 す る呪
こ うした仮 説 を 用 い て1949 年10 月か ら1950 年10 月 に か けて の ラ イン ・ シ ョ ッ
プ の 賃金 切 り替 えに つ い て の 労 使 協 議 のプ ロ セ スを み て み よ うへ
〈第1 局面 ： 闘 争 と逃 走 の 文 化 〉1949
年10 月， 職 場 委 員 会 は， 不 熟 練 な新 参労 働 者 が増 大 し， 労 働 者 の対 表
と 七ての 役 割 を果 た せ な い と判 断, 全 員 が 辞 任 を表 明 し た 。調 査 団 に よ る と，
その 原因 は， 委 員 会 が 職 場 問題 を 適 切 に処 理 で き な い こ とに あ っ た 。
経営 陣 は， 競 争 的 な市 場 で 勝 ち抜 くた め に ラ イ ン を拡 張 し， 大 量 の 不 熟 練
労働 者 を 雇 用 した 上 に， 苛 烈 な 条 件 下 で 働 くこ とを 要 求 し た。 こ れ に対 し て
職 場 は② の 闘 争 と逃 走 の 仮 説 に そっ た 行 動 で こ れ に対 処 し よ う と した。 つ ま


































）赤岡功「社会 ・技術 システム論 の発展 と作業 組織 の再 編 成」『経済論 叢Jvol.117,no.5,6,
京都 大学経 済学会,1976 年,p.313.3
』 この委員会 は,1942 年 にぱじ めて機械 産業 に設 置さ れた もので，生産や能率の
問題 につ いて協議 した り助言 した りす るた めの協議検 関で，戦時 計画を円 滑 に
遂行させ るこ とを目的 とした ものであっ た。4
）例 えば,1941 年 の「重 要職務 令」（theEssentialWorkOrder ） は，労働力 を
調整す るた めの法 律で， ①雇用の 強制登録, ②不必 要 な労 働移動 の禁止, ③女
子労働力の確保 を目的 としていた。岩出博 「英 国労務管 理 の確立」『経済集志Jvol.58,no.2,
日本大学経済学部,1988 年,pp.1 ～22.5
』詳 しくは,TheGlacierProject-IT ，p.351に掲載 さ れた 「ロンドンエ 場 にお け
る年 度別退職 者率」を参照の こ と。6
） これは一 定 の歩合のこ とで，作業 に要す る時 間を 公定 の 作業 ハ ンドブ ックに規
定さ れた時 間で 計算して労働コ スト金額 を算 出 し，労 働 者 は その労働 コ ストの
一定 の歩 合 を もらうとい うもの。作業 に要 した時 間が ハ ンドブ ックの ものよ り
もかかっ た場合 は，実際 に要 した時 間で 労働 コ スト を計 算 す る。労働大臣官房
国際労働 課編 『英和 労働用語辞典』 日刊労 働通信 社,1974 年。7
） これにつ いては，ジャックスは もとよ り，ラ イス（A.K.Rice ）,ヒノレ(J.M.M.Hill ）,
トリスト（E.L.Trist) といった社会 ・技術 シ ヌ,テム論者た ちを中心 としたタヴ ィ
スト ック調 査団 によっ て調査報告 がなさ れてい る。その 内容 は次 の通 りであ る。
①1949 年1 月か ら6 月 までの ロンドン工 場サービ ス部門(ServiceDepartment ）
での出来 高 給（piecerate ）か ら歩合給(flatrate) への 賃金切 り替 え過程 での
賃金委員会（WageCommittee ）の果 た した役 割 につ い て, ②1949 年6 月か ら1950
年10 月 まで のサービ ス部門で の賃金切 り替 えの もつ社会 学的 ・心理学的重
要性 と生産 性測 定 について, ③1949 年10 月 か ら1950 年10 月 まで のロンドン工 場
のライン ・ ショップ（LineShop ）の経済的 ・社会 的 背景 と社会的風土 の分析，
さらには職 場委員会（ShopCommittee ）の果 たした役割 につ いて, ④ライン・
ショ ップ やサービ ス部門 にお ける労働 移動 につ いて の統 計 学的分析 と，その組










）W.R.Bion, “E χperiencesinGroups",I,11,III,IV ，V,andVI,HumanRelations,vol.1,no.3&4,1948
；vol.2,nos.l&2,1949 ；andvol.3,no.l&2,1950.
彼 によ れば，集団心理 とは「個 人が無意識の うちに…，集団 の意思 に一 致
した表現 を とるこ と」で あ り，集団文化 とは「個人の欲望 と集団心 理 との コン


























出来高給制度で問題 とな るのは， 職 務の生 産性 をど れだ け正確 に測定で き
るか とい うこ とであ る。生 産性 に影響 を与 える変数 としては， 原料， ジグ，
道 具√作業 速度， 許容時 間 といっ た ものがあ るが， これをコントロール す る
こ とは難 しい。 しか し， 現 実 には， こ れらの変数をモデル作業 者を基 準 に算
出 す る。テイ ラー（F.W.Taylor ）の 異率出来 高給制度 をはじ めとす る出来 高
給 制度が， 結局は労使双方 か ら受 け入 れ られな くなっ た理由 は， その点 に原
因 があ る。つ まり出来 高給 の下で は， その 変数 の設定 に労使 双方共 自 らに有
利 な値をつ けよ うとす るこ とか ら， コン フ ワクトが発生 す る。II で みた よう
に1949 年 か ら1950 年 にかけ ての両部門 での労 使のコン フリ クトの原因 は そこ
にあったので あ る。 そこで 歩合 給へ の切 り替 えによって， そのよ うな賃 率設
定上 の問題 が解決 した のか， さ らに公正 な賃 金を支払 うための基準 とは何 か
につ いて調査団 が関心 を抱 い たのは しご く当然 の ことで あっ た。 そして歩 合
給 への切 り替 えが実施 さ れたサ ービ ス部門 にお いて， その後， 賃金切 り替 え
が労働者集団 に及ぼす影 響 と， 歩合 給実施上 重要 とな る生産性 の測定 につ い



















































がっ たが， それだ けの こ とであっ た。 怠業 は不 公正 な賃 率設定 への対抗手段
で もあっ たか らだ。しか し，歩合 給の下で は，設定時 間内で 仕事 がで きない，
あ るいは怠業 す る とい うこ とは，短 期的 には賃 金 の低下 に結 びつか ない。 そ
の かわり賃金 の損失 の代 償 として， 労働者 は， 自尊心 を傷 つ け， 罪の意識 を
抱 くような状 態 に陥 るのであ る。 したがっ て，労 働者 の公正 な賃金設定への
関心 は強 まっ ていっ た。
それで は罪の意識 を感じ る設定時 間 とはどの程 度 と考 えて いたのだろ うか。
調 査団によ れば, 設定時 間 に対 す る実労働時 間が15O ％以 下 の場合 に罪の意識
を感じてい る とい う。し たがっ て職場 の目標 は153 ％ に設定 さ れていた呪 し
か し，職場業績 に もっ と も影響 を与 えた のは個人 の 目標で あ っ て， 職場の目
標で はなかっ たこ とも分 かっ た。
結局， 生産性 の測 定基 準 や結果 を労働 者 に受 け入 れさせ るた めには，労働
者 自身 が公正 な職務 賃率で働 いてい ると確信 しない限 り無 理で あろ う。労働
者 は技能 や努力 を必要 とす る職務 を遂行 す るこ とか ら， 最 大 の個 人的満足感
を得 る。労働 者 は満足 い く努力 目標 に基づ いた現実的時 間設定 を望 んで ぃた。
また， 賃金支払 方法 の切 り替 えは，監督者 と労働 者 の間の リーダ ー シップ関
係 の性質 に急激 な変化 を もた らした。 出来高 給の下 で の課業 は， 自己啓発や
自己管理 にあ る面で 一部 依存 していたが，歩合 給の下で は， こ うした自己訓








Ⅲ 。 経 営 政 策 へ の 社 会 的 ・ 経 済 的 環 境 か ら の 影 響
田 グ レ ー シ ャ ・ー計 画 の 内 容 変 更 の 背 景
グ レ ー シ ャ ー 計 画 の 第1 段 階 （1948 ～1951 年 ま で ） で の 中 心 的 課 題 は ， 混
乱 し た 工 場 内 の 秩 序 を ， 工 場 協 議 会I ）を 頂 点 と し て ， 工 場 委 員 会 ， 職 場 委 員 会
と い う 協 議 機 関 を 用 い て 回 復 す る こ と に あ っ た 。 こ の よ う な 工 場 内 の 秩 序 の
混 乱 は ， 第2 次 世 界 大 戦 中 の 人 手 不 足 か ら 行 っ た （2 階 級 特 進 と い っ た ） 大
幅 な 昇 進 ・ 昇 格 人 事 に 起 因 し て い る 。 そ れ に 対 し て ， 戦 後 の 地 位 と 賃 金 の 格
差 の 不 均 衡 を 是 正 し よ う と す る 圧 力 が 労 働 者 側 よ り荏 じ た 。 そ こ で ブ ラ ウ ン
は ， タ ヴ ィ ス ト ッ ク 人 間 関 係 研 究 所 の 調 査 団 に そ の 原 因 の 解 明 と ， 是 正 の 方




第1 段 階 で は ， 主 に ロ ン ド ン 工 場 の サ ー ビ ス 部 門 と ラ イ ン ・ シ ョ ッ プ で の
組 織 と政 策 の 変 化 が ， 産 業 社 会 集 団 （労 働 者 ） に 対 し て ど の よ う な 心 理 的 ・
社 会 的 影 響 を 及 ぼ す の か ， ま た(1941 年 に ブ ラ ウ ン に よ っ て 設 け ら れ た ） 工
場 協 議 会 を ど う し た ら よ り 効 率 的 に 機 能 さ せ る こ と が で き る か ， と い っ た こ
と を 目 的 と し て ， い ろ い ろ な 調 査 ， 実 験 ， 分 析 が な さ れ た 。 ま た 歩 合 給 の 導
入 に 伴 う 標 準 時 間 の 設 定 や 職 務 評 価 の 方 法 つ い て の 労 使 双 方 の コ ン フ リ ク ト
の 解 消 プ ロ セ ス と し て 協 議 シ ス テ ム の 存 在 が 検 討 さ れ た 。
そ の 結 果, 当 時 英 国 産 業 界 で 実 践 さ れ て い た 人 間 関 係 論 的 な 技 法 だ け で は ，
こ の 秩 序 の 混 乱 を 取 り 除 く こ と が で き ず ， そ の 原 因 は 経 営 参 加 シ ス テ ム と し
て の 工 場 協 議 会 そ れ 自 体 の 構 造 に あ る こ と が 判 明 し た 。 つ ま り 工 場 内 の 職 場
文 化 を 無 視 し て の 制 度 改 革 が コ ン フ リ ク ト を 助 長 し て い た の で あ る≒1950
年10 月 ， 工 場 協 議 会 は そ の メ ン バ ー を 交 代 し ， そ の 組 織 を 全 社 の 意 志
が 反 映 で き る よ う に 改 組 し た 。 権 限 と 責 任 の 関 係 が 曖 昧 な こ と に 起 因 す る 従
来 の 執 行 シ ス テ ム の 混 乱 を 課 業 論 に 基 づ く 組 織 構 造 に よ っ て 取 り 除 こ う と し
た 。す な わ ち, 経 営 陣 の 関 心 が 心 理 学 的 特 性 か ら 仕 事 そ れ 自 体 の 構 造 へ と移 っ
た の で あ る 。 こ う し た 背 景 に よ っ て ， グ レ ー シ ャ ー 計 画 は1952 年 か ら 第2 段
階 に 入 っ た 。
な お. 第2 段 階 で の 調 査 結 果 に つ い て は す で に 以 前 別 稿 で 取 り 上 げ て い る
の で 重 複 を 避 け る た め 本 稿 で は 詳 し く は 言 及 し な い こ と と す る呪 し た が っ て
次 に こ れ ま で 取 り 上 げ な か っ た ， グ レ ー シ ャ ー 計 画 第2 段 階 （1952 ～1965 年 ）
の 英 国 の 社 会 的 ・ 経 済 的 環 境 に つ い て 取 り 上 げ る こ と に し た い 。具 体 的 に ぱ ，
ま ず 第1 に ， 当 時 の 英 国 政 府 が と っ た 労 働 と 経 済 に 関 す る 政 策 が 労 働 経 済 環
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境 に どの よ う な影 響 を 及 ぼ し て い るの か， 次 に， その 労 働 経 済環 境 とグ レ ー
シ ャ ー金 属 会 社 の経 済 的業 績 との 間 に どの よ う な関 連 が み ら れ るの か， 第3
に， この時 期 一第2 段 階 － に労 使 関 係 が どの よ う な展 開 を し た の か を み て み





































































で あ り，とくに1950 年 代初 め に み ら れた 態度調 査, 提 案 制度, 職場 情 報 制度 といっ
た良 好 な人 間 関 係 を確 立 す るた め の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン 施 策 で あ っ た7）。
政 府 は， 経 済 成 長 を 促 進 さ せ る よ う な拡 張 措 置 を とっ だ。 その お か げ で ，
すで に み て き た よ う な完 全 雇 用 が 達 成 さ れ， 失業 率 は低 下 し， 需 要 は増 大 し
た 。 国 際 市 場 で の優 位性 は， 輸 入 の 増 加 となっ てあ ら わ れ， や が て 国 際 収 支
の 悪 化 とい う事 態 を招 い た。 そ こで 政 府 は 引 き締 め措 置 に よっ て 過熱 し た 経
済 成 長， そ れ に起 因 す る イ ン フ レ に ブ レ ー キ を か け よ う とす る。 失業 率 は 悪
表2 グ レ ー シ ャ ー 金 属 会 社 の 財 務 記 録 （1946 年 ～1964 年 ）


















































































(3) 労働 経済環境 とグレ ージャー金属会 社 の経済的業 績9)
グ レー シャ ー金属会 社 は， すで に述 べた よ うな戦時 中 は軍需産業 として，
戦後 ぱ6 箇所 に4,500 人 の従業員 を雇用 す る公企業 とし て成長 し てきた。
表2 に示 したように,1962年度における同社の純益(netprofitbefortaxation)
は50万 ポ ンド を越 えた。 この ような業 績 も自動 車産業 が かな らずし も好況で
ない ときに達 成 した数 字で あ る。 グレ ーシャー 金属会社 は， あ まりに も自動
車産業 に依存 したため に，1932 年 と比較 して,1962 年 自動車 メーカ ーへのベ
アリング の供 給価格 はほ とん ど変 わっ ていない。 した がっ て， こうした事態
に対 処 すべ く同 社で は， 製品の多角化政策 を取っ て きた。 それを支 えたのが
新しい材料や製造技術の開発であった。グレーシャー金属会社の総売上高(tumover)
のか な りの部分 は, 機械産業 用の シック・ウ ォール ・ベ アリング(thick-wallbearing)
が占めている。自動車産業用のシイン・ウォール・ベアリング(thin-wallbearing)
とい う まっ た く違 う受 注体制 を とっ ていた同社 が，この種 の製品を
開発す るには それなりの苦 労があ った。その甲斐 あっ て, 危機的 な状 態 になっ
た自動車産業 に それほ ど依存 す るこ とな く， この10 年間 に市場 占有率を15 ％
か ら50％ に伸ば す こ とがで きた。
また同社 ぱ，輸 出分野で も好 成績 をお さめてい る。 グ レー シャ¬ の製品は
世 界各国 に輸 出 さ れていた。 加工プ ラン トやベ アリング 製造 のた めの特別 な
機械 器具 のマー ケティング が利益 を出 していた。 しか し， すで に述 べた よう
に，1962 年 には50 万 ポンド を越 え るまで 成長 したが，終 戦直後 を除 いて，10
数年 間 は20万 か ら40万 ポンドの範 囲内で 変動 して きた。 か な らず し も順風満
帆 の道 程で は なかった。
図1 は，終 戦 直後 か らグレ ーシャー計画 の第2 段 階 まで の同社 の財務記録
を示 した もので あ る。 ここで特徴的 な こ とは， 同社 の業 績 が英国経 済の成長
と密接 にリンク してい るこ とであ る。 同社が国 際 市場を相 手 としてい る以上






まず,1954 年から55年,1959 年から60年， そして1963 年から64年の期間，
経済ぱ拡大する。労働力不足は賃金上昇を引 き起こし， これに政府は需要の
抑制で応じた。同時期においてグレーシャーの純益 も右上がりのカーブを描










































保 は， 産業 福 祉 主 義 の 象 徴 で もあ っ た が， こ う した 内部 保 留 の 低 下 は， 余剰
利 益 の配 分 に影 響 を 与 え， や が て 組 合 との関 係 を 悪 化 さ せ るこ とに な る
。 こ
れ はグレ ー シ ャ ー の 経 営 政 策 が， 人 間関 係 関 係 管 理 か ら 課業 管 理 へ の切 り替





























④各 部門 を独立 した単位 として扱 うこ と。
⑤下 請契約 （sub-contract ） を要求 で きるこ と。 し
⑥ 解胤 の際,1 ヵ 月の予告 期 間を与 えるか， あ るいは3 週 間分 の賃金 を支
払 う こと。
■ ■ ■
⑦既婚 の婦人 を まず最 初 に人員 整理 の対 象 者 とす るこ と。
しか し，ブ ラウンは これにつ い て彼 ら と討議 す るこ とを拒否 した。
そこで7 人の労 組代 表の職場委 員（shopsteward ）はスト ラ イキを決定 し，2
月6 日，多 くの労働者 もこ れに参加 し スト ライキが決行 さ れた15）。ブ ラウン
が職場 委員 の提案 を拒 否した理由 は，次 の2 つ に集約で きる。1 つ は，人員
整理 につ いて はすで に労働者代表 と契約 を結 んで い るこ と， い ま1 つ は労働
者代表で あ る工 場協議会 もこの提 案 を受 け入 れて いるこ とであ る。
結局， スト ライキは9 日間続 き2 月13 日にお さ まった が， その際， ①先任
権 の承 認 と② 週労働時 間の短縮 につ いて考慮 す る い うヽ内容 の労使の共同 声
明が出 さ れた16)。そしてこの ストラ イキに よっ て興味あ る2 つ の事件 が発生 し
た。1 つ は， 上 級管理者 の一 部が 組合 を結成 した こ とであ るらノ い ま1 つは
管 理者 や スタ ッフが ストライキ中機械 を操 作 した こ とであ る。 こ れが1957 年
の人員整理 に端 を発 した ストラ イキの概要で あ る。
さて， この ストラ イキが当時 のグ レー シャー の工 場内 の状況 を どのよ うに
反映 してい るか考 えてみ るこ とにす る。 まず，A.E.U. の職場代表 が，工場 協
議会 との人員 整理契約 があ るの に それ に異議 を唱 えた こ とだが， こ れは彼 ら
が工 場協議会 を労働者代 表 として認 めて いない こ とに原 因があ る。工 場協議
会 のすべ ての決定 ば 全員 一致 の原則″ となっ てい るが，現実 には全員 の賛
成を得 るこ とはで きず， 経営側 か らの提 案 は変更で きな い とい うこ とを知っ
ていた か らで あ る。つ まり， 労働 者 自身 は協議 機関 その もの機能 につ いては
理解 していたが その運 用 には不信 感 を抱 い ていた とい うこ とであ る。
次 に上 級管理者 が管理 者 ら七 か らぬ行 動 を取 り√ さ らに組合 を結成したこ
とが問題で あ る。最初 の行動だ が， これは彼 らが管 理者 として の自覚 がない
こ とを示 唆 してい る。 こ れにつ いて ぱ， 第2 次 大戦 中グレー シャー金属会社
が軍需産業 に転向 したこ とに まず原因 があ る とい えよ う。 すな わち， すで に
何回か 触 れた こ とだ が， 当時 の状 態で ぱ最 小 限度 の人手 しか供 給 さ れなかっ
たた めに，機械 調整者(setter ）が職 長 に，職 長 が部門長 に，部門長 が全般 経
営者 へ と大幅 な昇 格が行 われた。 能力不足 の経営管 理者 には， ブ ラウンのグ
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レ ー シ ヤ ー哲 学 は理 解で きな か っ た ので あ る。1957 年 の スト ラ イ キ は ま さ に
管 理 者 の ブ ラ ウン のグ レ ー シ ャ ー ・ シ ス テ ム につ い ての 信 念 や 知 識 が ひ ど く
欠 落 し て い た こ とを 露 呈 し た 事 件 で あ っ た。
次 の ス ト ラ イキ は,1962 年3 月5 日 に お こ り12 日 間 続 い た17)。こ との起 こ り
は合 同 エ ン ジ ュ ア リン グ 労 組(A.E.U.) に よ る賃 上 げ と操 業 短 縮 の 要求 を掲 げ
た スト ラ イ キ に対 抗 して， ブ ラ ウ ン が 管 理 者 に機 械 の操 業 を 行 う よ う命 じ た
こ とにあ る。 こ う したブ ラ ウ ン の スト 破 り的 な行 動 が， 現 場 の 数 多 くの 労 働
者 に は労 使 関 係 を破 壊 す る行 為 と映 っ た の で あ る。
結 局，2 つ の スト ラ イ キ の 原 因 は， ブ ラ ウ ン が英 国 の 労 働 者 階 級 の 文 化 を
適 切 に理 解 し て い な か っ た こ と， また 労 使 の 間 に存 在 す る階 級的 な ミソ を 埋
め るこ とが で きな かっ た こ と にあ っ た とい えよ う。 こ の2 つ の スト ラ イ キ は
当 然 の こ とで あ るが， 経 済 引 き締 め 策 が とら れ た期 間 に発 生 し て い る。
注
1 ）ElliottJaques,TheChangingCultureofaFactory,TavistockPublicationsLtd,,London,1951,pp.l38
～141. こ こで は新 しい工場 協議会 の組織 につ いて 触
れられてい る。新 しい工 場 協議 会 は，1941 年 にブ ラウン によっ て設置 されたの
で，決議 は全員 一致 の原財(unanimousagreement ）に基づ いて なさ れたが，
い くつ か の欠点 があっ たた め,1949 年 に修 正 が加 えられ,1950 年 什月 に政 策決
定機 関 となっ た。工 場協 議会 は， 工 場委 員会 から組合代 表 として7 人 （議 長，
副議長，書記，工場 委員会委員4 人), 各 階層別 の職場委 員会6 人（1 等職員1
人,2 等職員2 人,3 等職員3 人） そし て議 長 とし て経営側 か ら卜人 （経営 担
当取締役） の計14 人 によっ て運営 さ れた。新 しい工 場協議会 の 目的 は，政 策 を
公式化 し その政策 を執 行 シ ステムを通 じて，全般経営 者の手で 実践 さ せるこ と
であっ た。協議 会で全員 一致 の原則で 決定 さ れた政策 は，全般 経営 者 に一任 さ
れるが， このこ とが後 に労働 争議 の原因 となった。2
） 北野利信編「ウィル フレ ッド ・ブ ラウン とエ リオ ット・ ジャ ック スム」『経営学 説
入門』 第4 節，有 斐閣,1982 年,p.29,33.3
）拙稿「グレ ーシャ ー計画 の特質 とその経営 組織論史上 の意義 一ウィルフレ ッド・
ブ ラウン の所 論を中心 として ー」『経営論 集』東洋大学 経営学部,1986 年,pp.33
～66.4
） 岩出博「前掲 論文jp.l.M.M.Niven,PersonnelManagement,1913 ～63,IPM,1967,pp.90-92
より転 載。5
）同書で は，4 つ権利 を実現 す るよ うな詳 細 な手続 きを提 示 している。具体的 に
は，あ らゆ る雇用形 態で の賃金水準 を民主 的 に設定 し実現 する機 関，異率賃 金
の規制についての国民会議（aNationalCouncilfortheRegulationofDifferntial
102
Wage-NCRD ）の設立案であ る。これは，議会 に対 して直接責任 を もつ合法 団
体で あ る。 この ような提案 は彼 にいわせ れば， この提案 は， 当時 の英 国の労使
関係 の状 態 にあっ て, きわめて常識的で，楽観 主義的 な ものであっ た。WilfredBrown,TheEarningsConflict:ProposalsforTacklingtheEmergingCrisisofIndustrialRelations,Unemployment
，andWageInflation,Heinemann,London,1973.6




） 岩出（前 掲論 文jp.lO.8






















への努力が こ こグレ ーシャーで も行 われていた こ とであ る。このグ レーシャー
計 画の推 進者で あ る同 社の社 長兼会長で あ るウィル フレ ッド ・ブ ラウン も，
当時英国経 営管理思 想にお いて支配的 な地 位 を占 めて いた人 間関係論か ら実
践面で影響 を受 けていたこ とは次 の文章 か ら明 らかで あ る。 つ まり√
「能率 を上 げ て満足感 を得 よ う とす るの は，馬 の前 に車 をつ なぐ ような
ものであ る。 不正， 不平 あ るいは不満 の感情 を抱 い てい るうちは，仕 事
の能率 は上 が らない。 この よ うな状 況で ぱ よい仕 事 などで きはしない。
したがっ て，経営管理者（manager ）の課業 とい う ものは，満足感 を もた
せて能率が向上で きるよ うにすべ きで あ る」 と1)。
このよ うにホ ーソン実験（1927 年 か ら1934 年 まで） の研 究成果 か ら出発 し
エ ル トン ・メ イヨー（EltonMayo ）が確 立 した人 間関係 論，す な わちメ イヨ
イズム（Mayoism ）は，グレ ーシャ ー金属会 社 は もちろ んり こ と英国 にお い
て労使関係 を処 理す る経営管 理技法 とし て受 け入 れ られ ていたのであ る。 そ
れは工場現 場 にお いて協働 を確保 す るに際 しての理 論的 な根拠 を与 えて くれ
たか らであ る。しかし，この人間関係論 は概 念 を分析 す る手法 とい うより も，
管理技法 として優 れていた。 したがっ て，人 間関 係論 は 高い生産性 を生 み出
すための技法 であ り， かつ ての テ イラー・ シ ステ ム同様 ， 労働組合主義 に背
反 する思 想 として利 用 された≒
人間関係 論 ぱ， 従゛業 員 の満足 の増 大が生産 性 の向上 につ なが る″とカバ 幸
福 な労働者 ぱ生産的で あ る″ といっ た「満足→ モ ラール 高揚→ 生 産性向上 」
仮 説 に基づ い てい る3）。実際 に，メ イヨ イズム に対 しては 当初 よ り，第1 に産
業 の もつ基 本的 な経済機 能を軽視 してい るので は ないか， 第2 に人間操作 と
いう 倫理的 に問題のあ る思想 を覆 い隠 すための 単 な る婉 曲的 な表現 にすぎな
いのでは いか， 第3 にあ まりに も それを無批 評 に受 け入 れて きたので はない
か， といっ た批 判が なされていた4)。 それが，1940 年 代後 半 に なる と，米 国，
フ ランスの研究 者か ら， また1950 年 第初 期 には英 国の研 究者 か ら次 のような
批判 を投 げか け られる。
①監督者 の社会的技 能訓練 が， 現場で 実際的 な効果 を上 げ てい ない。
② 寛大 なリーダ ーシップ や従業 員中心 の リーダ ーシ ップ が労働者 の生産性
向上 に結びつ いていない。
③労働者の 高い勤労 意欲 がかな らず し も高い生産 性 に結 びつい ていない5)。


































ヴ ィ スト ッ ク調 査 団 の メ ン バ ー のL 人 で あ っ たエ リ オ ット ・ ジ ャ デ ク ス を コ
ン サ ルタ ン ト とし て同 社 に留 め， グ レ ー シ ャ ー哲 学 の 理 論 的 側 面 の研 究 にあ
た らせ た。 ヶ
ブ ラウン とタ ヴ ィ スト ック 調 査 団 の考 え とはか な らず し も一 致 し て い な かっ
た。 それ はブ ラ ウ ン がグ}V ―プ ・ダ イナ ミッ ク スの 調 査 結果 を認 め なっ た こ
と にあ る。 つ ま り， グ ル ー プ ・ダ 千ナ ミ ッ ク スの基 本 仮 説 は， 集 団 は課 業 と
人 間 関係 機 能 の2 つ の機 能 を もつ とい う こ とで あ る。 この 人 間 関 係 機 能 は集
団 が あ る程 度 仕 事 を し な い とい う こ とを 意味 して い る。 つ ま り 第1 段 階 の 失

























































が， バーナー 円充にい えば， 参加 を認め るこ とで 権゛ 限受 容圏″ が広 が り，
経営 者の権 限が増 える というのであ る。③ の見 解 は， ブ ラウン が人 間関係論
的 な考 えの影 響 を受 けてい るこ とが わか る。 能゛率 の論 理″よ り も 感゛情 の論
理″ の厳 しさを表現 してい るのだろ う。 つ ま り官 僚制 的 組織 が個 人 に自由を
保 証 する とい う もの と同一 の考 え方で あ る。 最後 の④ は， 公式的 に明確 な経
営政 策は，企業 内 の意思決定 に対 して自由裁 量の 余地 を生 じさ せ るというの
で あ る。 た しか に， 規則 の内で は， あ る一定限度 の 自由 を もてるの も事 実で
あ ろ う。 とくに③ と④ は，ブ ラウンの組織 に関 す る考 え方 の核 心であ る。 こ
のよ うな見解 は謹弁 であ るともい えるが，一面で は真 実で もあ る。だが こう
した点 が， グ レ ー シャ ー理論 の受容 を阻 んで い る。 つ まり， その理論の妥 当





















































に， 強い リーダ ー シップ と高 いカ リ スマ性 によっ て， 次 々 と新 しい経営手法
を導入 し， より高い収益 性 を上 げ よ う とした。 第2 に，従業 員 の 自由裁 量 に
着 目した官僚制組織 を構 築 しよ う とした。 第3 に， 人 間関係 論 と課業論 の考
え方を重視 した， つ まり「人 間の組織」 と仕事 の組織 」 を統合 した「人 間の
仕 事の組織」 を構 築 し よう としたのであ る。
その背景 として， 例 えば， ①戦後 の政 府 によ る完全 雇用維持 政 策が，労 働
者獲 得競争 を激化 させ， その結果， 賃金が急激 に上 昇 し; 賃金構 造が歪 め ら
れるこ とにな り，新 たな職務 の格 付け， 賃金 の設定が急務 となっ た。 ②市 場
競 争の激化 によ るコ スト削 減 と生 産性向上 のた めに労使協力 の必要性 といっ
だの労務管理， 労使 関係管 理面で の環境 の変化 が起っ た ので あ る。 そし て そ
れがジャック スの「公正 仕事 給概念」 と，ブ ラウンの「4 つ の社 会 システ ム」
の構 築の契機 となっ た こ とは間違 い なかろ う。
こう七 てグ レ ー シャー金属会 社で は， 課業 管理が進 め られ るが， 同社 の収
益 は,1948 年 を境 に増減 を繰 り返 し，1950 年代 中頃 には， 収益性 は より悪化
す る。その外生 的原 因は，①市場 の変化（売 手 から買 手 へ），②政 府 の スト ッ
プ ・アンド ・ゴ ー （Stop&Go) 政 策, ③同 社産業 内で の地 位 （自動車 産業
へ の部品提供業 者） にあっ た。 その後，同社 は1964 年 にア ソシエ ー テッド ・
エ ン ジュ アリング ・グ ル ープ(AssociatedEngineeringGroup ）に吸収 さ れ
るが， それが業 績 悪化 の ためか， つ まりはブ ラウンの経営手 腕 の失敗 による
ものなのかは，現 在 の ところは資料 不足 のた め即断で きない （今後 の課題 と
したい）。ただ，ブ ラウンの経営 哲学 が一時的 に とはいえ同 社 の経済 的業 績 に
貢献 したこ と， そして当時 の経営 管理思 想か ら多 くの ものを吸 収 し， それを
実践七だこ とは大 い に評価で きよ う。 しかし，グ レー シャー理 論があ まり に
も一企業 の研 究成果 に依存 していた ために，後世 の研 究者 た ちが その妥当性
の研究にのみ目を向 け,組織 理 論 として昇 華さ れなかっ た こ とは残 念であ る。
しかし， いろ いろ な形で ，英 国経営管 理史の一 頁 に足跡 を遺 したこ とは間違
いないこ とで あ る。
＊本稿の結論の一部は第7 回経営哲学学会全国大会〔1990年9 月14日 於早
稲田大学〕において発表したものである。当日貴重なコメントを下さいまし
た桃山学院大学榎本世彦教授ならびに神戸大学奥林康司教授にはここに記し
て感謝致します。
